
 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２２年９月３０日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第３１号 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例 

瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

第２０条 ＜省略＞ 第２０条 ＜省略＞ 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申

告書） 

 

第２０条の２ 所得税法第１９４条第１項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者（以下この条において「給与所得

者」という。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき同項の給与

等の支払者（以下この条において「給与支払

者」という。）から毎年最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該給与支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

 

⑴ 当該給与支払者の氏名又は名称  

⑵ 扶養親族の氏名  

⑶ その他施行規則で定める事項  

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市内に住

所を有するものは、その年の中途において当該

 



 

申告書に記載した事項について異動を生じた場

合には、前項又は法第３１７条の３の２第１項

の給与支払者からその異動を生じた日後最初に

給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則

で定めるところにより、その異動の内容その他

施行規則で定める事項を記載した申告書を、当

該給与支払者を経由して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による

申告書がその提出の際に経由すべき給与支払者

に受理されたときは、その申告書は、その受理

された日に市長に提出されたものとみなす。 

 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定によ

る申告書の提出の際に経由すべき給与支払者が

所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の

所轄税務署長の承認を受けている場合には、施

行規則で定めるところにより、当該申告書の提

出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告

書に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって施行規則で定めるもの

をいう。次条第４項において同じ。）により提

供することができる。 

 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項

の規定の適用については、同項中「申告書が」

とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「給与支払者に受理されたとき」とあるのは

「給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理

された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養

親族申告書） 

 

第２０条の３ 所得税法第２０３条の５第１項の

規定により同項に規定する申告書を提出しなけ 

 



 

ればならない者（以下この条において「公的年

金等受給者」という。）で市内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同

項の公的年金等の支払者（以下この条において

「公的年金等支払者」という。）から毎年最初

に同項に規定する公的年金等の支払を受ける日

の前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

 

⑴ 当該公的年金等支払者の名称  

⑵ 扶養親族の氏名  

⑶ その他施行規則で定める事項  

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定

による申告書を公的年金等支払者を経由して提

出する場合において、当該申告書に記載すべき

事項がその年の前年において当該公的年金等支

払者を経由して提出した前項又は法第３１７条

の３の３第１項の規定による申告書に記載した

事項と異動がないときは、公的年金等受給者

は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３

条の５第２項に規定する国税庁長官の承認を受

けている場合に限り、施行規則で定めるところ

により、前項又は法第３１７条の３の３第１項

の規定により記載すべき事項に代えて当該異動

がない旨を記載した前項又は法第３１７条の 

３の３第１項の規定による申告書を提出するこ

とができる。 

 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申

告書がその提出の際に経由すべき公的年金等支

払者に受理されたときは、その申告書は、その

受理された日に市長に提出されたものとみな

す。 

 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申  



 

告書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者

が所得税法第２０３条の５第４項に規定する納

税地の所轄税務署長の承認を受けている場合に

は、施行規則で定めるところにより、当該申告

書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対

し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法

により提供することができる。 

 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項

の規定の適用については、同項中「申告書が」

とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、

「公的年金等支払者に受理されたとき」とある

のは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」

と、「受理された日」とあるのは「提供を受け

た日」とする。 

 

  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 改正後の瀬戸市市税条例（以下「新条例」という。）第２０条の

２の規定は、平成２３年１月１日以後に提出する同条第１項及び第２項

に規定する申告書について適用する。 

２ 新条例第２０条の３の規定は、平成２３年１月１日以後に提出する同

条第１項に規定する申告書について適用する。 

３ 平成２３年中に新条例第２０条の３第１項の規定による申告書を提出

する場合においては、同条第２項中「前項又は法第３１７条の３の３第

１項の規定による申告書に記載した事項」とあるのは、「所得税法等の

一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）第１条の規定による改正

前の所得税法第２０３条の５第１項の規定による申告書（同条第２項の

規定により提出した同条第１項の規定による申告書を含む。）に記載し



 

た事項のうち前項各号又は法第３１７条の３の３第１項各号に掲げる事

項に相当するもの」として同項の規定を適用する。  


